
 
 
 
   ２０１４年７月８日 松山地裁 
 
               弁護士 内山成樹 

伊方原発の地震動想定の問題点 



基本的知見など 



 
震源断層面とアスペリティー 

 
模式図            現実の震源断層面とアスぺリティ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
アスぺリティ（強く固着し、大きな地震動を発生させる領域） 
南海トラフの巨大地震モデル検討会では「強震動生成域」という。 

 それ以外の領域は「背景領域」と呼ばれる。 



アスぺリティの実体は良く分かっていない 
 
両側の地盤の性質や凹凸などの形状によって、固着する部分 
 
固着しない部分が決まってくるものと思われている 
 
 
アスペリティの場所や大きさはどれだけかは実際に地震が起こ 
 
ってみなければわからない 



マグニチュード 
地震の大きさを示すもの 
 
気象庁マグニチュード（Ｍｊ）とモーメントマグニチュード（Ｍｗ） 
 
気象庁マグニチュードは、周期５秒までの強震計の最大振幅を用いて計

算するもの。大きな値になると飽和して、それ以上大きな値とならない。
東北地方太平洋沖地震のような巨大地震では、モーメントマグニュー
ドが用いられる。速報性はあるが、物理的意味合いは薄い。 

 
モーメントマグニチュードは物理量である地震モーメント（Ｍｏ）から算出 

（モーメント 力×長さ 単位はｄｙｎｅ・ｃｍ） 
    ｌｏｇＭｏ = １．５Ｍｗ ＋ ９．１ 
 
東北地方太平洋沖地震の９．０のマグニチュードは、モーメントマグニ

チュードである。 
 



応力降下量 
 
 
 
 
 
 
 
距離が短いと短周期の地震動として地表面に到達する。 
 
原発は堅牢な構築物なので、固有周期は短周期 
 
⇒ 近いアスぺリティの発する地震動が最も影響を与える。 
 短周期レベルの地震動の大きさは、直近アスペリティ 

の応力降下量とおおむね比例関係となる 

断層面で、応力（歪み）が蓄積され、ある時一気に解放される 
それが地震 

応力が降下した分、地震動のエネルギーとして発散される。 
・・・応力降下量（単位はＭＰａ メガパスカル） 



応答スペクトル 



           応答スペクトルとは 

地震動には、いろいろな波が含まれている 
 
物体には、強震しやすい周期の波がある 
                   ＝固有周期 
 
共振しやすい波が多いと大きく揺れる 
 
揺れ ＝ 応答 
 ある時間継続する地震での揺れ 
 ３分とか５分の地震で、最大どれだけ揺れるか 

ある地震のある一定時間続く地震動が、ある固有周期の物体に最大どれだけの 
振動をもたらすのかを、固有周期ごとに並べたもの  
  Ex ３分間の地震で、ある固有周期の物体が最大どれだけ揺れるか 



地震動は、ある時間継続し、物体に振動を与え続ける 
 
たとえば東北地方太平洋沖地震で、各固有周期の物体が
最大どれだけ揺れたかを並べたもの＝応答スペクトル 
 
横軸が地震動の周期 縦軸が地震が揺れている間の加速
度や速度の最大応答（物体の揺れの最大値） 
 
 
 最大応答をもたらす周期を避けて耐震設計するのが原則 

 

  



地震現象についての基本的認識 



地震という自然現象は本質的に複雑系の問題で、理論的に完全な予測 
 
をすることは原理的に不可能なところがあります。また、実験ができない 
 
ので、過去の事象に学ぶしかない。ところが地震は低頻度の現象で、学 
 
ぶべき過去のデータがすくない。私はこれらを「三重苦」と言っていますが 
 
そのために地震の科学には十分な予測の力はなかったと思いますし、 
 
東北地方太平洋沖地震ではまさにこの科学の限界が現れてしまったと 
 
言わざるをえません。 
 
（だから）予測の結果には非常に大きな誤差が伴います。 
                    （纐纈 「科学」2012年6月号） 
 



見解はバラバラ 



地震は地下深くで起こる現象 
 
直接地下の断層面で観測（観察）できない。 
地表からいろいろ観測して推定するだけ。 
 
⇒ すでに起きた地震でも、正確には分からない。 
   東北地方太平洋沖地震でもその実相は完全にはわかっていない。 
 
   まして将来起こる地震の推定は、極めて困難 
 
特に、詳細な地震のデータは強震計が発明されて以降数１０年のデータ 
日本では1955年兵庫県南部地震以降の1997年以降のものが主なデータ 
 
地震現象自体、バラツキが極めて大きい 
過去の事象で推定 
極く少ないデータで、地震動を推定 

 ⇒ もともと誤差 大  さらにデータの少なさによる誤差も 大 
 
 
     



 では、どうやって地震動の推定をしているのか 
 
 データを収集して傾向を導く＝平均像を求める 
 平均像からのかい離は大きい＝地震現象のバラツキ 大 
   （平均像から大きくかい離する値が現実にある） 
 平均像なら それからどれだけかい離し、最大どこまで達するかを問題とすべき 
 
 基本的に日本の原発の耐震設計は平均像で行っている。しかし、誤差は大きい。 
 
 この点の誤差 一切考慮されてこなかったし現在も考慮されていない 
 
これが日本の原発の耐震設計上の最大の問題 
 
           原発の耐震設計を平均像でしてはならない 

  （原発の耐震設計上の第１原則） 
 
またデータが少ない（数１０年、２０年弱のデータ） 
  ⇒ 過去最大（既往最大）で耐震設計をしてはならない 
  （原発の耐震設計上の第２原則）       



具体的に日本の原発の耐震設計はどのようにしているか 
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 原発の耐震設計の流れ 
(1) 断層位置や長さ等の各種調査 
   特に断層の幅の推定には大きな問題 （地震発生層問題） 
   中央構造線の断層が、どの深さまで動くかははっきりしない （推定誤差 大） 
     データが少ないこと 
     いつも同じ深さまで動くとは限らないこと  
 
(2) 基準地震動Ｓｓの策定 
 （将来起こる可能性のある地震（ないし地震動・強震動）の予測） 
 
(3) 基準地震動Ｓｓに対して、構造物が破壊されないように設計 
  ＝地盤が接している部分に基準地震動を入力 
   構造物を数値的なモデルで表して、基準地震動を受けた構造物が、どのような

挙動を示すかをシミュレーション 
 
  基準地震動Ｓｓが耐震設計の全ての要め 
    本来、想定できる最大地震動でなければならない 
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原発の耐震設計の流れ 
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原発の耐震設計の流れ 
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原発の耐震設計の流れ 



応答スペクトルに基づく手法 



代表的な応答スぺクトルに基づく手法 耐専スペクトル 

４４地震 １０７観測点の記録による 
 
 
 



代表的な応答スぺクトルに基づく手法 耐専スペクトル 

４４地震 １０７観測点の記録による 
 
そのほかに野田他（2002）の応答スペクトルなどがある 
 
 





応答スペクトルに基づく手法は 
 
 地震動評価の手法の１つ 
 
 多数の地震の地震動観測記録から 
 
  地震の規模、敷地との距離によって分けて 
 
  地震動の平均像を求めたものを用いる手法 







応答スペクトルに基づく 
手法の具体例 
 （応答スペクトル図） 



コントルールポイント 

＋σ 

コントルールポイントを 
決めることによって描く 
 
ではどうやって決めるか 









平均像 ＝ 大小いろいろな値がある その平均 
 
 → どれだけ平均から最大かい離するか 
 
         最大どこまで大きな値があるか 
 
   それを本来問題にしなければ 
   原発の耐震設計はできない 
 
            平均からのかい離 ＝ 誤差（残差） 





１本１本の線が現実に起こった地震を示す 



対
数
表
示 



対
数
表
示 

２倍 

５倍 



対
数
表
示 

ほぼ３～４倍に達し 
５倍を大幅に超え８倍に達するものもある 



＋σ 

－σ 

対
数
表
示 





＋σを超えるもの （１００－６８．２６）/２≒１６（％） 
＋２σを超えるもの ２．３％   ＋３σを超えるもの ０．１４％ 



＋σ 

－σ 

対
数
表
示 

＋σ＝ほぼ２倍 
２倍を超えるものもだいたい１６％あることになる 



＋σ 

－σ 

対
数
表
示 

＋σ＝ほぼ２倍 
２倍を超えるものもだいたい１６％ある +σ程度では全く不足！ 

２σ（４倍）を超えるもの ２．３％  それでも不足→３σ（８倍）もしくはそれ以上 



断層モデルを用いた手法 



断層モデルを用いた手法とは 

２ 震源断層面を多数の小区画に分け、それぞれの区画で破壊 
 の進行とともに時間をおいて発生する振動がどれだけの大きさ 
 かを推定、その後、まわりの地盤に伝播し、それが地表面に達 
 するまでの地震動の減衰を距離減衰式（グリーン関数）を用い 
 て算出、それらを重ね合わせて地表面の地震動の大きさを導く 

１ 震源断層面と断層パラメータの設定 
   （断層モデルの設定） 



  

「地震の揺れを科学する」（山中浩明編） 



スケーリング則を用いて推定 

断層面で発生する地震動の推定には、いくつものスケーリング則 
が用いられる 



   スケーリング則とは 
      ＝地震規模が大きくなると各種の量も大きくなる 

しかしこれらはすべて平均像を求めるものでしかない 

平成１９年能登半島地震でのスケーリング則 



断層モデルを用いた手法における地震動推定手法 

データを集めて法則を導く 
 ここではスケーリング則が用いられる 
 
しかし傾向をみつける程度 
 バラツキが大きい＝誤差が大きい 
 
スケーリング則の誤差問題 



以前の耐震設計で用いられていた松田式も 
                   スケーリング則の関係式 

  以前の耐震設計では松田式が使われていた 
         （断層の長さとマグニチュードの関係式） 
 
  しかしその誤差は一切考慮されなかった 



断層面積と地震モーメントの関係式 

松田式と同じような式 
スケーリング則の関係式  やはり誤差が大きい  

松田式の断層長さの代わりに断層面積 
マグニチュードの代わりにモーメントマグニチュード 

（地震モーメント） 



断層面積と地震モーメントの関係式 

断層の面積が決まれば、地震モーメントMoが決まる  

松田式の断層長さの代わりに断層面積 
マグニチュードの代わりにモーメントマグニチュード 

（地震モーメント） 



  

経験的グリーン関数 
 近くの小地震をそのまま 
 グリーン関数にする方法 

統計的グリーン関数 
 近くに適当な小地震がな 
 いとき他の地震の距離減 
 衰式の平均を使う方法 

グリーン関数には大きな 
誤差（不確かさ）がある 

「地震の揺れを科学する」（山中浩明編） 

伝播特性＝グリーン関数 

伝播特性を示すグリーン関数にも大きな誤差がある 



強震動予測レシピ（入倉レシピ） 

アスペリティがある＝非一様  
断層の上で破壊が次々伝播していくシナリオ 

レシピ＝誰がやっても同じようにできる＝平均像を求めるもの 

step1からstep9（もしくはstep7)まで順番に値を決めていく 

断層モデルの高度化に関する検討 
  原子力安全基盤機構平成19年4月 



54 

 「強震動予測レシピ」（入倉のレシピ）の各段階 
 ＳＴＥＰ１ 断層破壊面積の設定 
 ＳＴＥＰ２ 地震モーメント（Ｍｏ）の設定 
 ＳＴＥＰ３ 平均応力降下量の設定 
 ＳＴＥＰ４ アスペリティの総面積の設定 
 ＳＴＥＰ５ アスペリティの応力降下量の設定 
 ＳＴＥＰ６ アスペリティの個数と配置の設定 
 ＳＴＥＰ７ アスペリティの平均すべり量比の設定 
 ＳＴＥＰ８ アスペリティの実効応力と背景領域の実効応力の設定 
 ＳＴＥＰ９ すべり速度時間関数の設定 

強震動予測レシピの概要  

STEP2,STEP4はスケーリング則の適用 
  スケーリング則には大きな不確かさ（誤差）がある 



  Step2 

平均で耐震設計 
中越沖地震の結果、１．５倍とされたが、それでも不足 
   （黄色の領域の端の赤線はMoでの平均の２分の１と２倍の線 内山加筆） 

断層面積からMoを導く 



  



  

平均像の４倍のMoとなる地震がある 



スケーリング則の誤差問題 

黄色の範囲が「±σ」＝６８．２８％の範囲 
その右端が平均の２倍 
平均の２倍の値でも約１６％の地震では超過 
 
２σ＝平均の４倍の値でも、約２．３％の地震で平均を超過 



原発の耐震設計では 
平均像からのかい離がどれだけか＝誤差 全く考慮されない 

平均値をもとに耐震設計をしている 
  中越沖地震をもとに1.5倍にするだけ 
  平均値では原発の安全性は確保できない 
 
誤差を考慮するなら標準偏差で何σまで想定するかの問題となる 
 
標準偏差（＋σ）でも2倍、＋2σで4倍 
しかし、原発でそれで足りるか 
    ＋2σでも2．3％がそれを上回る 



  
Mwや地震モーメントMoは地震のエネルギーを示す 

次は面積当たりどの程度の歪の解放があるかを見る 
  ＝平均応力降下量 
 
Moと面積から、ある関係式によって導く  

Step3 



次にアスペリティの応力降下量を導く 

全ての歪みはアスペリティにだけたまっていると考える 
 
アスペリティが全体の半分なら 
アスぺりティの応力降下量は平均応力降下量の２倍の応力降下量 

Step4,step5 



アスペリティの面積比 



アスペリティの面積比はどうやって導くか 
       ここでもスケーリング則 



「基準地震動は計算で出た一番大きい揺れ 
の値のように思われることがあるが、そうで 
はない。（四電が原子力規制委員会に提出 
した）資料を見る限り、５７０ガルじゃないとい 
けないという根拠はなく、もうちょっと大きくて 
もいい。・・・（応力降下量は）評価に最も影響 
を与える値で、（四電が不確かさを考慮して） 
１．５倍にしているが、これに明確な根拠は 
ない。５７０ガルはあくまで目安値。私は科学 
的な式を使って計算方法を提案してきたが、 
これは地震の平均像を求めるもの。平均から 
ずれた地震はいくらでもあり、観測そのものが 
間違っていることもある。基準地震動はできる 
だけ余裕を持って決めた方が安心だが、それ 
は経営判断だ。」（ 

2014年3月29日付愛媛新聞より 



原発耐震設計上の大問題＝地震動推定の誤差問題 

どの手法も、もともと過去の事象を集めての推定しかなく、誤差は莫大 
 
応答スペクトルに基づく手法でも断層モデルを用いた手法でも 
莫大な誤差が存在することは、議論の余地なく明らかな問題 
 
それを取り上げた途端、地震動は何倍にもなってしまう 
１桁以上大きな地震動も想定する必要がある 
 
⇒ この誤差問題 原発推進側は無視するしかなかった 
 
しかし、この問題の議論を避けることはできない 
 
   
 



伊方原発の基準地震動 



伊方発電所「地震動評価 基準地震動の策定」平成２６年５月２３日 



５７０ガル×４＝２２８０ガル  ×８＝４５６０ガル  ×１０＝５７００ガル 



        すでに１．５倍している。 平均値は１．５分の１ ＝３２４ガル 
３２４×４＝１２９６ガル  ×８＝２５９２ガル  ×１０＝３２４０ガル 





 
震源を特定せず策定する地震動 

 
留萌支庁南部地震の地震動は十分考慮されるのか 



規制の体系 

規則 
 
 ↓ 
 
規則の解釈 
 
 ↓ 
 
審査ガイド（内規） 



  「震源を特定せず策定する地震動」についての 
 
     新基準の「規則の解釈」での規定 
 
 
「震源を特定せず策定する地震動」は、震源と活断層を関連づける 
 
ことが困難な過去の内陸地殻内の地震について得られた震源近傍 
 
における観測記録を収集し、これらを基に、各種の不確かさを考慮 
 
して敷地の地盤物性に応じた応答スペクトルを設定して策定すること。 



規準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド 
 
 

いくら調査してもわからない断層が潜んでいる 
              →それを全サイト共通に考慮 







収集対象とされた地震 



（２）はどこの原発でもだから、伊方でも問題となる。 
 





 「地表地震断層が出現しない可能性のある地震」について 
 
 
 全国共通に考慮すべき地震（震源の位置も規模も特定できない地震） 
 
 Mw6.5未満の地震 
 
 



収集対象とされた地震 



   「観測記録」は、実際に観測された記録 
 
 
・ 全ての地震動をカバーできるほどの強震計の密度ではない 
 
・ わずか１７年間の観測記録でしかない 
 
   こんな程度の記録で確実なことが言えるはずがない 



2004年留萌支庁南部地震 



  

HKD020 

たまたま観測点が断層面を延長した地点の直近にあった。 



NFRD効果 
破壊伝搬方向に観測点があるときに
地震動が重なって増幅する効果 
 
ディレクティビティと以前は言っていた 

わずかMw5.7(Mj6.1)の地震 
 
地震動1000ガル超 
応答スペクトル2000ガル程度 



破壊伝播効果（NFRD効果）とは 



地震波の重なる長さが増える分、地震動も大きくなる 



留萌支庁南部地震は、地盤の影響による増幅がある 
 
 伊方発電所「地震動評価 震源を特定せず策定する地震動（コメント回答）」 
         



伊方発電所「地震動評価 震源を特定せず策定する地震動（コメント回答）」平成２６年５月２３日 





５８５ガル 
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四国電力の策定する「震源を特定せず策定する地震動」 



仮に地震動増幅があっても 

この見解を前提としても 
 
１ 増幅がないはぎとり波でも、加藤のスペクトルを超えている 
 特に、原発で重要な短周期領域（周期0.2秒から0.5秒）で 
  地震動としても609ガル！  
  それを若干上乗せしても620ガル 
 
２ 留萌支庁南部地震はわずかMw5.7の地震でしかない 
 
３ それはやはり破壊伝播効果（NFRD効果）のため 
 
４ それがMw6.5（16倍）になったら、それだけで極めて大きな 
 地震動となるはず 
 
 

そもそも本当に増幅するのか 
 中越沖地震では、軟弱地盤があったために地震動は減衰したとされている 



素朴な疑問 

Mw5.7の地震で、これほど大きな地震動をもたらしたのであれば 
 
Mw6.5未満の地震では最大どこまで大きな地震動が来るのか 
 
 
これを検討せずに「震源を特定せず策定する地震動」は導けない 
 Mw5.7の地震に耐えられれば良いというわけにはいかない 
 
   



素朴な疑問 

Mw5.7の地震で、これほど大きな地震動をもたらしたのであれば 
 
Mw6.5未満の地震では最大どこまで大きな地震動が来るのか 
 
 
これを検討せずに「震源を特定せず策定する地震動」は導けない 
 Mw5.7の地震に耐えられれば良いというわけにはいかない 
 
   
今、四国電力がやっているのは 
Mw5.7程度の直下の地震には耐えられるということでしかない 



基準地震動Ss-3留萌支庁南部地震の知見から求めている 
 
                620ガル 



Mw6.5未満の地震の地震動は 
 
留萌支庁南部地震の地震動の何倍となる可能性があるか 



Mw6.5の地震とMw5.7の地震の比較 



Mw6.5の断層面積とMw5.7の断層面積 

Mw5.7の地震の断層面積 60.5㎢ 
Mw6.5の地震の断層面積 381.6㎢ 

入倉レシピによれば 

正方形の断層モデルを考える ⇒ １辺の長さはそれをルートする 

ルート6.31 ＝ 2.51 
Mw6.5の地震断層は、Mw5.7の地震断層の１辺の長さの2.5倍 
 その分地震動が多く重なる → さらに地震動が2.5倍になる 

381.6/60.5 = 6.31 （面積比） 



壇ほか（2001）の式 
壇ほか（2001）の式（短周期レベルAとMoとの関係） 

Moが15.85倍だと壇ほか（2001）の式によれば、Aは15.85の1/3乗倍 
 （1/3乗＝３乗根  1/2乗＝平方根＝ルート） 

１５．８５の1/3乗 ＝ 2.51 
Mw6.5未満の地震の最大地震動は、Mw5.7の地震の地震動の2.5倍となる 

Mｗ6.5の地震のMo(地震モーメント）はMw5.7の地震のMoの約16倍 
（マグニチュードが0.2あがるたびにMoは２倍となる） 
ただし正確には15.85倍（入倉レシピの計算結果） 



地震波の重なる長さが増える分、地震動も大きくなる 
 
Ｍｗ５．７ の地震とＭｗ６．５の地震を比べると 
 平均像で考えれば 
 Ｍｗ６．５未満の地震はＭｗ５．７の地震の最大約２．５倍の地震動 
 
 
しかし、平均像の地震とは限らない 
２．５倍にとどまらず、もっと大きくなる可能性がある 
 



地震動は留萌支庁南部地震の２．５倍として 
 
 
620×2.5 ＝ 1550ガル 
短周期での応答スペクトル 1300×2.83 ＝ 3250ガル 

しかしこれは平均像でのものしかない 
 
さらにたとえば、断層面積が平均的地震より小さいなどを考える必要 



震源断層面の面積が平均的値の1/2の場合の地震動 
 



  

同じMoでみると（縦軸でみると）平均より１/２以下の断層面積Sのものもある 
そこで、面積を１/２として考える 



平均応力降下量は何倍となるか 

地震モーメントMoは一定  
⇒ 断層面積Sが１/２となると平均応力降下量は２の１．５乗倍となる 
２の１．５乗 ＝ 2.83 

Ｓ（面積）が１/２となると平均応力降下量は2.83倍となる 



留萌支庁南部地震の２．5倍が最大ではない 
 
平均的地震とは限らない影響も考える必要がある 



留萌支庁南部地震の知見で足りるか 

Mw6.5未満の地震の最大地震動をとる必要がある 
 
少なくとも2.5倍の地震動を想定し 
さらに不確かさの考慮として断層面積が小さい地震 
なども考える必要がある 
 
2500ガルを優に上回る地震動を考える必要がある 
 



留萌支庁南部地震の知見で足りるか 

しかも 
 
もともとわずか１７年の記録に基づく議論でしかない 
 
 
１２～１３万年の期間を考えればさらに大きくなるはず 
 
  「適切かつ十分な記録収集」 
   ・・・せめて何万年かの記録がなければ十分ではない 
 
記録がわずかしかないことによる不確かさ（誤差） 
これをどう評価するかの問題がある 
 
さらに何倍かすることも必要 



伊方原発のSsは 

留萌支庁南部地震の知見からとして基準地震動を 
 

       620ガルと想定 
 
しかし、それではあまりにも過小 
 
   



議論を避けてはならない（求釈明） 

原発の耐震設計は、平均像で行って良いのか。もし平均像で行っては 
いけないとするなら、平均像からのかい離は最大限考慮すべきなので 
はないか。最大限考慮しなくても良いなら、どこまで考慮すべきか。 
またその根拠は何か。 
 
原発の耐震設計を過去最大の値、事象をもとに行って良いのか。過去 
最大（既往最大）を超える事象を考慮しなくてよいとするなら、 
その根拠は何か。 
 
基礎となるデータが少ないことによる誤差を最大限考慮すべきではないか。 
データが少ないことによる誤差を考慮しなくて良いとするなら、その根拠は 
何か。 
もしこの点の誤差を考慮するなら、どのような根拠に基づき、どのように 
考慮するのか。  
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